












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ポルトガル １２％，５(〃 1９８６ 
１９６８ ドイツ
スペイン
ルクセンブルク
ニュージーランド
7Ｗ） 
7％，４％ 
１２(肱６％，３W,
１Ｍ１国
オーストラリア
Ｗ三二二二 Ｏ(Z， 
'11所：橋本恭之「ｉＷｉ税の税率ｌｉｌｉ造」１jWlLi洋編苔『改了i])'１)（消費課税の
IML論とiilMIl』税務綿J1Ⅲ}会，１え成'2ｲ'２，116頁Ⅲ［・力'１筆修Ｔｌ三。
近い将来，わがlElでは消費税率(ﾉ)リ|｣こげが諭識
されるであろうが，ゼロ税率・Ｉ附成税率（または
;!{'|塒税率）を含めた襖数税率が孫11｜され，逆巡IYl：
綾fllが図られるべきである。基本ｌＷには，牝iili｢必
滞,Ｉ１ｉｌ１ｌｌｌ<1な食料,WIや光熱・水道にはゼロ税率，高緬
Ｉ１ＴｉＷｊｒがI1Mi入するような商級,1,1,．森侈,１m１，弊には;|{'｜
｣IMI税率が設定されるべきであろう。
良く設定されていたため，ユ'１業者がiili費昔から預っ
ている消費税１１]当甑を納１０１限までに投資資金・ｚｌ:「
柴i筋金として巡１１Ｉすることができた。投資資金と
して定期預金・イニiI111i証券||脚入等に利11｜すれば，利
T・・lNIU当等のＭⅢ枕稼得できる。）又対に，資金
繰りに'11っている]ilT業背0)'１１には，Ｚｌｉ業資金とし
て旅Ⅱ]し，最終|(|<lに消費税を滞納・未納している。
iiIiY1i税の未納は，iii税と同様に，iiIiY』i背が負|、し
たiili費税額を１１雌行の`懐に残した「縦税」に等し
い。このようなii1i費税の運llMlf・未納'111題を解ii1i
５納税回数（運用益・未納）の現状と課題
わが国の消費税の課税lﾘ'１１１１は，TiiW外lzlilに比べて
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5２消費税法における問題点
するためには，消費税の納付回数を増加し，消費
税の滞納期間を短縮すればよい。
表２で示したように，平成15年の消費税法改正
において，直前課税期間の確定消費税額が4,800
万円（地方消費税込みでは6,000万円）を超える
事業者には年12回のlE'三1告・納付回数が要求された。
ただし，４８万|'］（地方消費税込みでは60万''１）以
下の事業者には年１回の申告・納付で済む。少額
の確定消費税額であっても，消費税の滞納・未納
問題に対処するためには，所得の源泉徴収税のよ
うに年12回（毎月１回）の｢'1告・納付が必要であ
ろう.消費税の運用益・未納の解決のためには，
事業者の手許に残る滞刑期間を短くしなければな
らない。すなわち，源泉徴収税のように'１'間'11告・
納付を毎月行う。
の税源移譲の重要税目として，地方消費税が導入
されたのである。ただし，税率５％のうち，地方
消費税率が１％であるというのは少なすぎる。せ
めて半分の２５％にすべきではなかろうか。1％
から２５％に地方消費税率を引き上げた場合，３．６
兆'１１の地方消費税が税源移譲されることが，平成
16年８月24日の全国知事会で試算されている。地
方消費税を地方の基幹税にするためにも，地方消
費税率は引き上げるべきである。
なお，各都道府県がその区域内の各市|IIT村に地
方消費税の２分の1を按分する際，その按分基準
は人口および従業員数に限定されていた。按分基
準として人口・従業員数を用いると，地方消費税
の収入と消費地の人'１．従業員数との間に不均衡
が生じる可能性がある。たとえば，京都・鎌倉な
どの観光地では，人Ｌｌと観光収入（したがって地
方消費税）との杣関関係はないので，各都道府県
に用いられた按分基準の一つである小売年間販売
額も利ITIされるべきではなかろうか。
６地方消費税の現状と課題
平成６年の消費税法改正で消費税の税率が３％
から４％に引き上げられるとともに，地方消費税
が創設された。地方消費税の課税標準は消費税額
であり（地怯72の77)，その税率は消費税額の２５
％である（地法72の83)。したがって，消費税率
と地方消費税率を併せれば，合計で５％（＝４％
＋４％×25％）となる。
地力消費税は，高齢化社会における地域福祉と
地方分権の推進のために自主財1原を充実する必要
から平成９年４月１日より実施された。消費税を
国，地方消費税を都道府県に申告・納付する事務
処剛よ二重手間であり，納税義務者に負担がかか
るので，地方消費税を消費税の付加税として，納
税事務を国に委託している。そのため都道府県は，
国に徴収取扱費を支払わなければならない（地法
72の113)。各都道府県は，その区域内の税務署・
税関から払い込まれた地方消費税（徴収取扱費控
除後）を，Ｆ１らを含む各都道府県ごとの消費に}|］
当する額に応じて按分し，按分額を都道府県に支
払う（地法72の114)。その按分基準として，小売
年間販売額，対個人事業収入合計額，人｢|，従業
員等が利用される。なお，控除・精算後の地力消
費税の２分の1は，人口・従業員数に按分して各
市|ＩＩＴ村に交付する（地法72の115)。
地方消費税の主な創設ＨＭＩは，地力分権推進の
ための自主財源の充実化であった。国から地力へ
Ⅳ総括
わが国の消費税法は，政治的妥協の産物として，
消費税の最終負担者（担税者）である消費者より
も，政治的圧力'１１体である事業者（納税義務者）
の立場に立って制定されたと言える。たとえば，
事業者の納税事務負担を軽減・回避するという理
由により，小規模零細事業者に消費税の納税義務
を免除する「事業者免税点制度｣，一定の事業規
模以下の中小事業者には実額による仕入税額控除
の代わりに「みなし仕入率」を乗じた概算額によ
る仕入税額控除を容認する「簡易課税制度」が導
入されたのに対し，これらの欠陥を補完できる
｢インボイス方式」は採択されなかった。その結
果，わが国の消費税は，創設当初から「益税」と
いう制度上の宿り両を抱え込んだ。
消費税法の制定後，数回の改正が行われたにも
かかわらず，益税問題は完全には払拭されてはい
ない。事業者免税点制度における免税点は，諸外
国と比較してもまだ高い。スペイン・スウェーデ
ンのように，免税点がない国も存在する。小規模
零細事業者であったとしても，消費者から預った
消費税を着服するような行為は盗税であり，脱税
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絲悩'志林ｆｌＭ３巻ｌ>〉2006flﾐ４月５３
と|両|じである。こ0)ようなＩ１ｌ１ｌｌにより，「免税Ili
業者」の廃｣kを主張した。
簡易課税制唆で認められている「みなし仕入率」
が尖際の仕入率より高い場合，「絲税」が発生す
る。統税を稔ⅡＩするために，本Ⅱ'|課税計算と簡易
課税計算の有jlill選択が実際には行われている。国
家レベルで「MH税」に加担するような「簡易課税
fli'|座」は，公序良俗・社会公hltl笛，抹消されなけ
ればならない。
制側１１火IliriO)残津を放置したまま存]‘ノルている
｢rli楽音免税点||;'|度」や「簡易課税ili'ｌｌｕｊ」に付|(in
する「祐税」を１W消し，「徴税のｲ<平等」（あるい
は「脱税チャンスのｲＴ平等｣）を｣喪滅させるため
には，インボイス方式の採１１]が絶対｢|<)必要不可欠
な要件である。税額Iil'|記のI云票を11]いる「インボ
イスノフ式」が孫１１１されるならば，前段|Wiの仕入税
額がインボイスに表示される0)で，消費税のjliZi嫁
が|Ⅱl1iIiとなり，「益税」の操作が遮|折される。そ
れと同|侍に，調度者・Ｉ職入者の税0)意iiiiIiも高まる
であろう(36)。
なお，消費税の連ｌ１１ｈｆ・未納IHl)f１１の１１W決のため
には，所得のilii泉微11)(税と同様に，）三111回|の納卜｜
を行うべきであろう。地方のに'三iJlｲｶ}10)充実化の
ためには，地ﾉ!]riiLi費税の税率jⅡｌきげも一つの選択
肢となると考えられる。
こ0)ような法''１<1火'111のほかに，消費税の本源|'|<ｌ
欠llli化して「逆進性」がある。消費税は，所得額
とＭkなく消費額に応じて負'１１を求めてくるが，
非課税州置や;襖数税率の適用によって「逆進I21i」
の緩ﾈllを実現することができる。わが'五|では，lllli
に，医療・福i(||:．教育等には非課税であるが，税
率は５％の単一税率である。単一税率は，物,Iiil1・
サービス間の選択に'１１立的ではあるが，逆進性に
は反作11]的である。逆進性緩和を図るためには，
ゼロ税率を含めた複数税率制の導入を従'''二|した。
として，ゴルフ｣跡|ⅡⅡ税・入湯税が存在する。英
国のﾌﾟノルドア（ＮＫａｌ(|or）によってl955fliに提案
され/こ「文''１税」（exl〕〔､1,(Iitu1℃tax）も，ｌＩｉＫ嫁が
想定できないINil人納税（iiLiYji行納税）の直桜悦で
あった。「支ｌｌＩ税」は，ｉﾘｉＷからｌ１ｉ:蓄を控|M；した
「消費」に課すi1II接税であ()，一'１$インド・スリラ
ンプノで導入されている。文１１１税は，直接税である
ために累進税率・人的控除等を設定することがで
きるが，所ｉＷ)把握のほかに，ｆＭｉ登録・Wii視を
伴うために税務WIl行上のｌＭＩｉﾉA(が多く，現実の税Ilill
として遂行不１１｢能に近いと言われている。なお，
この文llI税は，1942年に米'五|の１１ｲ扮省によっても
提案されたが，議会により|(l(|Ⅱ|された'ｲＩ。
（イ）（ＬＡ」〈ａｙａｎｄＭ．Ａ」〈i119,7/】(?〃i(ｉｓ/】
７ｈｘＳｖｓｔ(?"ノノイ101〃､t/】ﾑﾉ(/ｉＭ)"，Oxfor(lUlliv(〕rstv
P1､(､ss，１９８６，１).90. 
｜|Ⅲ《1:之『fll税法班iiiIi〔３打版〕』税務経I1l1協
会，1998〈'2,461-462面。
北州ﾑ久編『現代税法識義（３打版)』ｉ州1文
化i<|:，1999ｲﾄﾞ，223頁。
宮川)沖「iili費課税のl1l1論とii1l柵」宮島沖編菩
『改了i1111ズ梢Y1l課税のI1l1論と課胆』税務経]]11協会，
エlz成12ｲﾄﾞ，ＩＨｏ
ｌｌｌ辺栄if）「税lIi'|改j1iIi-文|||税の視点一」
宮烏洋，ｉiii化)編苔，38-42頁。
（２）金丁宏『ＩⅡ税法〔節３版〕」リム又堂，平成２ｲ|:1
14頁。
（３）－ii11秀洋「三i;要諸国の税fIill改ili1iの動|ｲﾘｰと
くにⅢｲxとプノナダの比i絞一」『絲済学論纂』ｆＭ）
巻第５．６合|)ﾄﾄﾆﾅ，1988ｲ'２，３４頁。
金子宏『ＩＭＩ法〔第'1版〕』リム文党，平ｌｊＭ〈'2,
388頁１゜
知念ＩＶｉ「ﾌﾟけダの付/Ⅱ11111i値税」『経済研究』、｢；
４０巻第２号，１９()5ｲ|{，２８頁。
('1）OIBCI),ＣＯ"s,/",ﾉﾉtio〃７加什(MsJVAYｿCST，
Ｅｌｒｉｓｃ〔"）(ノルノ【）j'｡o"ｍｅ'1ｔ(I／７ｈＷs，ＯＥＣＤ，２００１，
１〕ｐ,９all(１７７－７８．
オーストラリアでは，物11,1,のlililYiによってy1Lな
る税率を通1Ⅱし/こ卸売充-1:税に代えて，個人所得
税のi1illi１，k（clItillI)orsonalil1com(Ptax）等を施す
ることを条|/|:に，ほとんどの物,1,,1,．サービスに１０
（Z､のiii‐･税率（asinglerato）を課すＧＳＴが200(）
年７１三ｌＩｌ］に禅人された。
〔注〕
（１）菊谷J'三人「ｲⅡ税法の概要」Ｉｉｉｉ１||)'11|;＝菊谷Jl｛
人編普『机税法全説』｜同|文館，平hltl3ｲ|{，６－７ｒ(。
ほとんどの消費税は租税のlliji嫁を予定している
’''１接税であるが，わが国では，課税物('|:たるi剛1ｔ
行為を為す荷が納税義務者となる「直楼消費税」
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（５）米国では，アラスカ，デラウェア，ニューハ
ンプシャー，モンタナ，オレゴンの５州を除く各
州およびワシントン，.Ｃ、において，売上税が'五｜
税ではなく州税（および地方税）として徴収され
ている。売上税の担税背は消費者であるが，その
徴収・巾告・納付義務は販売背にある。販売背は，
四半期ごとに翌)1の/il終'二|までに'１１台書を提|Ⅱし，
納付しなければならない。ただし，)三Ｉ間課税１Ｍ｜
が17,000ドル以上である場合には，伽]の見横売
上税額を翌１１の最終'三|までに予納する必要がある。
（６）中村英雄『西ドイツ付加Iilli値税の研究』千ｊｆＴ
書房，1973ｲＩｉ，２－３頁。
水野忠`垣『消費税のilill1笠と｣１１１論』リム文堂，１９８９
年，13-14頁。
知念裕「ヨーロッパ諸|正|における付川IHillli税
の歴史」『岡llliNi大諭溌』第30巻第２号，1994年，
124頁。
ＣＣＨ，Ｇｃ'･"lα〃７１(Ｉｒ＆β【（si"cssLcl【(）０Ｍ/e，
ＣＣＨ，1999,1).１５１１０２． 
金子宏『租税法〔輔８版〕』リム文堂，平成13年，
448頁。
（７）知念俗『(､|力llIl1liI[【税のJIL論と実際」税務経
IMl協会，平成７年，84-85頁。
水野勝「わが'正|における一般的な消費課税の
展開」碓井光|ﾘl＝小jTUll光lllll＝水１１１７忠`恒＝中Lu
実編『公法学の法と政策（上)』有斐閣，2000年，
197-198頁。
（８）ＪｅａｎＰ・ＢａⅡadul、ａｎ〔IAntoilloCouti6re，
“France”ｉｎ：HellTyJ、Aal･oｎ（e(1)，Ｖ/l7MAr-
pe(e"ｃｅｓＱ／so'"Ｍ)l"Ｄﾉﾉcα〃ＣＣＩ("MCS，Ｋｌｕｗｏｒ
Ｌａｗａｎ(lTaxationl〕ｕ})IishoTs，１９８２，１〕､239.
（９）知念裕，前掲書，９２頁。
(１０）大蔵省１１β利財政史編集素編『Ⅱ<(和財政史第５
巻一租税一』卯〔祥経済新報社，1957('三，３５５
頁。
猪木正道『耶国'三|本の興亡』’'1火公論新社，１９９５
年，251-253頁;。
(11）内''’昭『大型''１１接税の経済学一付加Il11i値
税の批判的研究一』大ﾉﾆ|背)ilj，1986年，２１０－
211頁。
(12）武田曰輔『立法,ME旨法人税法の解釈〔Ir訂
版〕』財経詳報社，平成５ｲＩｉ，５頁．
(13）佐藤進『付jｌｌＩｌｌｌｉＩｌｉｌｉ税諭』税務経１１協会，１９７３
年，153頁:。
(１４）佐藤進＝宮島洋『戦後税ili']史〔増補版〕』税務
経I1l1協会，１Ｍ'57年，８－９頁。
(15）佐藤進，前掲書，154頁
米原涼七郎＝矢野秀利『直接税対lA1接税』有斐
’31,1989年，１５頁。
佐膝進＝宮島祥『戦後税fli'1史〔第二｣州i版〕』税
務絲11M協会，平成２年，９頁。
(16）迎合国軍総司令部（ＧＨＱ.）の要請により，
米IⅡ|・コロンビア大学教授のカール・シャウプ
（Ka1･lShoup）博士を団長とするシャウプ使節団
（７台の1'1税馴'１家）が１１肝'124ｲ|ﾐ５）１１０１三|に来'］し，
３か)三|にわたり'三１本税制を調査・検討した後，９１三１
１５１ｺ|に『シヤウプ使節団|｣本税IIill報告書』（RCpoﾉ･ｔ
ｏ〃Ｗ(/)α"cscTtmCatiolz（〕O/ｔ/leSollpMssjo"，Ｖｏｌ・
ノーノI/）を発表した。翌25年７月に111来|］し，９)三１
211三|に『館二次シヤウプ使節団［１本税ili'１報告書』
（Ｓ(?(わ"dRCpoﾉ､ｔｏ〃Jtz/〕α"escTmntlioﾉｌｂＶｔ/ＩＣ
Ｓ/10,ｲﾉﾉMssio"）を発表したが，これを含めて
『シャウプ勧告』と通称されている。
('7）金子宏『租税法」リム文堂，ｌＭ１５１ｲ|：，６３頁。
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